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ていますからという形でそのままになって
しまうということになるんですね。ですか
らその部分というのが今非常に未整備なか
たちで終わっているという感じです。例に
あったの美術館の場合も政策評価、事後評
価といわれたときにどこまで事後にするの
かっていうきちんと定めなければいけない
のかなと思います。

武藤：そうですね、だから自然観察施設の運
営という、これは普通の人にはできない、特
定の団体にしかできないということになる
とこれは随意契約でいいわけですね。私は
そういうとこまで競争入札をいれて無駄な
競争をする必要はないと思っています。と
ころで、そうすると適正な価格、適正な自然
観察施設の運営っていうのはどういうとこ
ろにあるかという話を詰めていく必要が
あって、それを詰める能力は行政側にはな
い。実を言うと中身に関しては丸投げで細
かいことは全然ないと。自分たちの方で自
主的な意味を持って管理していく委託、請
負になっていくわけですね。

女性：例えば役所で予算というのが決まっ
ていて、例えば10年間全く予算は変わらな
いということになってしまうこともありま
す。そうすると、受ける方はどうするかとい
うと、施設の管理運営をする人を職員から
ボランティアに変えざるを得ないというか
たちで質が維持できなくなってくるんです
ね。そういうところにも適正価格というの
がどういうことなのか、という問題が出て
くると思います。

武藤：それを維持しないと団体が存続でき
ない、例えば政府系の公益団体、公益法人が

女性（公益法人勤務）：先ほどの予定価格を
公表すべきか、最低制限価格を公表すべき
かという問題のときに、限られたものを提
供する場合と、県立美術館の運営というよ
うな要するに代わりがほとんどいないとい
う場合においては、分けて考えなければい
けないですよね。
私のところは自然観察施設の運営を受託
しているのですが、随意契約が多かったん
ですね。それは私のところしかできないと
いうことで随意にやっているという形です。
入札にしても競合する相手が出てこないの
で、一社になるんですね。ではその内容は適
正なのかというと、例えば契約書というの
は、お役所の持っている一律の様式でどん
と来るわけですね。自然観察施設の管理運
営というのは、その仕事の中に当然著作物
が山のように入るんですが、契約書の中に
は「ここでつくったもの、もしくはここで使
用するものはすべてなんとか市に帰属する」
と書いてあるので、場合によってはそれを
取られてしまう。誰かが運営に使うスライ
ドを一式つくるとしますよね。そうすると
そのスライド一式っていうのは当然つくっ
た者が著作権者であって、例えば職務著作
だったら私の団体のはずなんですね。とこ
ろがこれが契約書一枚によってお役所に取
られちゃうんです。ですからそこの管理運
営契約が終わったときには引き上げられな
いというようなものが結構あるんです。そ
れが果たして適正かということです。
「ここの部分は別の契約でやってくださ
い」と持って行きましても、きちんとした契
約の方が出てくるのではなく、そこの担当
部署の人が、いやうちの市はこれで決まっ

（質疑）
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そうですね、委託費を出して委託費で食い
つなぐ。だから安くても受けていく。自立的
な団体だったらそういう契約は受けません
と言えるのかどうか。そこだと思うんです
けどね。そういう対等な立場に立つという
のが必要なんですが、契約は本来対等なん
ですからね。政府の委託事業の場合には対
等な関係っていうのは事実的に機能してい
ませんから、そういうことになるんでしょ
うしね。それから今の話でも政府というの
は著作権という概念がなくて、本当にどこ
からでも勝手に引用していくわけで。

女性：勝手によその会社に、あげてしまって
すごいトラブルになったことがあるんです。
ある自治体の自然観察施設の基本構想とい
うのを受けたことがあるんですねが、それ
は当然その後に基本計画を受けられると思
いますよね。それで提出しました。そうした
らその後、こちらが出したものをそのまま
コピーして別の会社に委託しますと随意契
約で決まっていたわけですね。そうすると
こちら側は基本計画を受けられるっていう
前提でその値段で受けたわけなんですが、
次が受けられないとなると大赤字になっ
ちゃうんです。その辺の感覚っていうのも
全くないです。だからそこを訴えようかど
うしようか、でも訴えるとしたら今度その
自治体から別の仕事を取れなくなっちゃう。

武藤：そうですね。いろいろな施設がこれか
ら指定管理者制度ができて、民間企業にも
どんどん委託できるようになりましたから、
公共施設管理であればどういうことをすれ
ば結果としていいのかということを、明確
にしていかないと事後チェックができなく
なります。

菊地（協同総研）：先生が本の中にも書かれ
ていますが、生活、文化、環境、雇用などに
関わるありとあらゆることを行政がやると
いう、いわゆる右肩上がりの経済を前提と
した行政サービスの肥大化が、今まさに行
政自身では担いきれなくなってきていて、
基本構想なども委託してしまうっていう話
は一体何なのか。自治体や政府では抱えき
れないほどの公共サービスを行うというこ
とについて考え直すことも、基本的には必
要なのかと思います。
一方でいわゆる公共事業というのは、今
まで産業政策としてずっと行われてきた。
雇用対策や過疎対策という問題として行わ
れてきたという部分があって、非常に根が
深くてなかなか変えられないのかなと思う
ので、その辺りについてどのようにお考え
になるかなとお聞きしたいと思います。
それから、先ほどおっしゃったのですが、
いわゆる工事のような仕事と役務的な継続
してやっていかなければならない公共サー
ビスというのは、少し性格が違っていて、こ
れを同じ仕組みでやっているということ自
身にも非常に問題があると思います。例え
ば道路であれば造るのは一度ですが、維持
管理になると道路がある限り永遠に続くと
いう話になるので、そこを毎年の入札で区
切ってやっていくことに非常に難しさがあ
るのではないでしょうか。私たちワーカー
ズコープも清掃の仕事などをやっているわ
けで、建物の管理の契約が毎年3月で切れて
4月から業者が変わるといったことを繰り返
すことに何か意味があるのか？ということ
も考えているわけです。ただ現実の公共事
業の仕組みはそうなっていて、労働者は毎
年不安を抱えながら働いているという話に
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なっています。その辺りの役務と工事のと
ころの問題ですね、先生は事例でも給食の
ことなどを取り上げておられますが。

武藤：かつて自治体の入札において最低価
格を設定できるのは工事だけで、役務提供
型サービスは設定できなかったんですね。
今は全部設定できるようになったんですが、
そういう違いはあるんです。ただ、同じ方式
といっても国の入札では、最低価格を設定
できますが設定しないというのが今のやり
方です。どうして自治体の工事については
設定できるというようにしてきたかという
と、自治体にはその管理能力がなく、国には
あるから最低価格を設定しなくても適正価
格がわかる、と説明しています。自治体で
は、安い業者が来て、そこが落札して不良工
事が行われるからという、そういう後見的
な発想なんですよね。そもそも地方自治法
と国の会計法との関係というのも、自治体、
特に市町村はそういう能力ないだろうとい
うところで、後見意識が働いてるんですね。
それが自治体の独自な対応として最低制限
価格がいろんな分野で設定できるように
なってきた。
ただ今度は、最低制限価格はどこに設定
すればいいんだろうかという話になってき
ます。横須賀市はどのように最低制限価格
を設けるかと聞かれて、以前は予定価格の
80％とかというような金額にしてたんです
が、新制度では入札参加者のうち低い価格
を入れた 10社の平均額を算出、それに 0.9

をかけて最低制限価格を決め、これを下
回った場合に失格とするというんですね( 。
横須賀の場合は電子入札ですから、おそら
く 100社応募するなんてことは普通のこと
なんだと思います。そこから低い順にソー

トして、下から10番目までのところで平均
値を出して、0.9をかけるというわけです
ね。要するに、予定価格そのものの積算根拠
も怪しいものが一杯ありますから、自分た
ちが勝手につくってそれを絶対視するので
はなくて、市場が決めた価格から出すって
いうのは一つの考え方だと思うんですね。
市場に出てきた価格に一定の操作をして、
決めるっていうのは適正とは言わないけれ
ども、行政の恣意性っていうのはここで排
除される。そこは一つ重要なところだと思
うんです。これが本当にいつも望ましい最
低制限価格になるかどうかは、応募が10社
しかないときには、そういう場合もあるで
しょうからね、国の場合に1社しかないって
ことはあまりないとしても0.9をかけたもの
が本当にいいかどうかっていうのはわかり
ませんね。ただ行政の裁量性を排除するっ
ていう意味では方法としては面白いという
ことですね。
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菊地：私はいろいろな入札に参加してきま
したが、一般競争で100社参加する入札とい
うのがあった場合、ほとんどの場合ダンピ
ングが行われており、特に東京などでいう
と業者の数が非常に多いので、一度でも受
託したいという業者が沢山いるわけです。
そうするとおよそ市場価格といえない価格
に落ちていくわけで、経済合理性だけを基
準にはできない状況があります。特にサー
ビスの分野で 8割が人件費という仕事をそ
れでやっていいのか、ということを思いま
す。

岡安（協同総研）：これまで公共サービスと
して自治体でやっていたものを民間に委託
すると想定されているのものはいいのです
が、想定されないものについては常に行政
からの発信や議会からの発信しかないのか
という問題があります。例えばイタリアで
は、ノーマライゼーションのための仕組み
づくりとして、障害者の人が地図とかパン
フレットをつくる活動をできる、というの
でそれを自治体の政策に提案していますが、
そのときに何人必要かというのは完全に話
し合いでの契約ですよね。いわゆる随意契
約みたいな感じで。随意契約という考え方
がどのように使われるのかっていうのは将
来の政策的な、一定のリスクがあるわけで
すから、そういう意味での積極性という部
分は実はあるんだろうと思いますね。

武藤：学校給食なんかもこれから民間委託
を始めていくっていうところはまだまだあ
るわけですね。そのときも他のところも見
ながらやっていくので、ある意味で前例が
あって参考価格出せるんですが、比較的早
めにそれに取り組んできたところはやはり
暗中模索でやってきて、かなり難しい状況
があったと思います。
例えば札幌市の調査に行ったんですが、
民間の給食事業者といっても、調理を請け
負う仕事、調理師とそれからそういう人た
ちがいるレストランをやっているとかいろ
いろ事業者なわけですね。ところが札幌市
全部で小学校が 100校あって膨大な量が委
託されたときにどこが受けるか、これを小
学校一つずつ契約していくのは大変なので
そういう参加希望者に札幌市委託協同組合
みたいなのをつくってもらった。そこに

(注)
■工事入札に「最低制限価格」全面導入　神奈川
県横須賀市（アサヒコム 04/03/12 00：42）
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入ってそことの契約で、誰がどうするかっ
ていうのは全部そこに任して、今までの学
校給食の直営の経費の二分の一で委託して
いる。非常に単純。責任回避というわけです
ね。
私の提案は、今、公設民営の学校給食施設
をつくり、給食をやっている人たちがNPO

をつくって受託するのはどうか。そのほう
が雇用の継続とかいろんな意味があるし、
新しい給食を仕組んでいくという場合でも、
栄養士を巻き込んで学校給食の革新が可能
になってくる。
それから今、直営の保育園が一杯あるわ
けですからそこの人たちが組織をつくって、
例えば自分たちがワーカーズコープのよう
な協同の仕組みで受託していく。ただ、その
ときに仕事はよくわかっていますから政府
との契約は一方通行の「こういうふうにや
りなさい」ではなくて「こういうことを改善
していきたい」という提案型の仕組みを含
めていくのがいいんじゃないでしょうか。
学校給食の調理をしている人に伺ったこ
とがあるんですが、やっぱり今の公務員制
度によって身分が安泰でという仕組みのほ
うがいいので、そういうところにはなかな
かすぐにはいかないんですけどね。そうす
ると栄養士の決めたことをそのままやるだ
けです。
例えば、学校給食というのは一食だけし
かないんですね。一食だけで子どもの栄養
をどうこう言ってるんですね。一日の三食
の食事をコントロールしないで、昼間だけ
いいものを作っても本当にいいものにはな
らないですね。そうすると例えばカフェテ
リア方式の朝食を始めたっていいわけです。
ところが今の仕組みではとてもできない。
NPOでつくっていたらそれが可能なんです

ね。それから学童の配食もできるというよ
うなことになります。今の行政という仕組
みの中で、制度ががっちりしすぎて柔軟に
動けないということがあります。それを革
新していくためにはある部分を切り取って
改革をしていかなくてはだめなんだと。そ
れを全体として学校給食という制度をもっ
と柔軟に作り変える仕組みにしていかない
と。

岡安：切り取った民間委託の例が病院の食
堂の食事ですね。そこだけを切り取った。食
材とかは全部決まっていて、それは全部自
由が効かない。作業とその中で全部やり切
れるように、食材も弁当の仕入先も全部決
まっていてそこだけの委託だから大変です
ね。

武藤：結局今言ったように、病院なんて本当
に必要ないい食事ができるかどうかですよ
ね。食事が取り持ついろんなプラスアル
ファ的なものがありますよね。
特に学校給食の場合には、食材の調達も
親の負担になっていますから、行政として
あまり気にしない。でも本当に月4,000円く
らい、ということは一食 200円くらいです
ね。安全性という観点は徹底されていると
してもですね、一食200円かけて1,000人く
らい束ねて作るのにもかかわらず、かなり
高いということです。
それからもっと重要なのは施設費です。
学校給食はあれだけの施設があっても、一
日一回しか作らないんですよ。実を言うと
これが高い理由です。調理員もちゃんとし
た人なんですが、一日一回しか仕事がない。
それを交代で「朝飯をちゃんとカフェテリ
ア方式で食べなよ」と、子どもたちに提供す
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るような仕組みとかね、夜は学童、あるいは
もう少し広げてもいいわけですよね。ある
いは学校給食は午前中だけでいいわけです
から、短時間公務員制度にして夜は自分の
レストランで働くっていうね。年間180日く
らいしか学校給食はないんですが、180日分
で給与を払っているわけではありません。
いろいろな意味で高いっていうのは、全体
の大きな部分のうち調理という一部分だけ
切り取って半額で委託にしてもあまり意味
がないわけです。だから一部だけを切り
取って解決していくやり方は好ましくない
とこう思うんですね。

菊地：入札だけの問題ではなくて、公共サー
ビスに関わる全体のところで制度を変えて
いくということについては本を書いて以降
の反響があると思います。少し今後に向け
てどういう取り組みが必要かというお話を
いただきたいと思います。

武藤：私はどこかの自治体でこれに取り組
んでもらえるということだったら、少し積
極的に関わってもいいと思っているんです
が、いろいろなところで部分的に取り入れ
ようということはあっても、トータルにと
いうのはかなりリーダーシップが必要なの
で、私がどこかの市長選とかに出なきゃだ
めかと。冗談です。ある市長選があったとき
に、政策評価を導入するって言ってわざわ
ざ選挙応援までしたんですけどね、結局負
けてしまいまして。そういう信頼できる市
長さんが出たときに取り組みが可能かなと
思っています。少し時間のかかることだと
いう認識を持っています。
それからこの本でいくと、やはり役人に
とって一番きついのは法律の側面なんです

ね。あるいは民間企業にとっても法律の側
面だから少し公正取引委員会との連携とい
うか、公取もこの本を見ていろいろ勉強し
ていて、「私たちもこういうことを考えてい
ます」という話が来ましたので、規制強化だ
けでは限界あることわかっていますから、
どういう仕組みがいいのか。そういう裁判
的な事例とかですね、というようなものか
ら少し進めていってもいいのかなとは思っ
ているんですが、それは自分自身がやるっ
ていうよりお任せするほうがいいかなと
思っています。
それから、男女共同参画や、公正労働など
の基準がないところでですね。同じ法学部
に労働法の人たちがいますのでそういう人
たちを巻き込みながら、男女共同参画も人
権などそういうことをやっている憲法グ
ループという人たちにも少し積極的にどう
いう基準が考えうるか考えてもらおうと
思っています。


